維持管理情報等の公表に関する利用要領
平成２３年５月２７日　　　　
（公社）北海道産業資源循環協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２４年５月１５日改正）
（平成２５年１月１７日改正）
（平成２５年４月　１日改正）
（平成２５年９月２０日改正）
（平成３１年４月　１日改正）
１　目的

この利用要領は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年１２月２５日法律第１３７号、以下「法」という。）第８条の３第２項及び法第１５条の２の３第２項に基づき設置施設の維持管理情報等（以下「情報等」という。）を公益社団法人北海道産業資源循環協会（以下「協会」という。）のホームページ（http://www.sanpai.or.jp/）を利用して公表する場合の手続きについて定めるものとする。

２　利用対象者

法第８条第の３第２項及び法１５条の２の３第２項に基づき、その施設の維持管理情報等を公表しなければならないとされる別表の一般廃棄物処理施設並びに産業廃棄物処理施設の設置者とする。
３　利用料金

利用にかかる費用は公表対象施設毎に有償とし、利用者は次の区分による利用料金を協会に支払うものとする。
　１）維持管理中の施設（休止及び埋立終了した最終処分場を含む）

	区分①
	協会の会員
	１施設につき　毎月　２，０００円　とし、
１施設増加する毎に　１，５００円　を加算

	区分②

	協会の会員以外

	１施設につき　毎月　５，０００円　とし、
１施設増加する毎に　４，０００円　を加算


費用はいずれも消費税込み
　２）休止中の焼却施設（その他のアスベスト等の溶融施設等を含む）
	区分①
	協会の会員
	１施設につき　毎月　１，０００円　とし、
１施設増加する毎に　１，０００円　を加算

	区分②

	協会の会員以外

	１施設につき　毎月　２，５００円　とし、
１施設増加する毎に　２，５００円　を加算


費用はいずれも消費税込み

　３）未設置の施設（維持管理計画のみ公表する施設）

	区分①
	協会の会員
	１施設につき　毎月　　　５００円とし、
１施設増加する毎に　　　５００円を加算

	区分②

	協会の会員以外

	１施設につき　毎月　１，５００円とし、
１施設増加する毎に　１，５００円を加算


費用はいずれも消費税込み

４　利用手順
１）事前申し込み

協会のホームページを利用して情報等を公表しようとする者（以下「利用者」という。）は、情報等の公表を開始する月の前月の２０日までに、別紙「１」の利用申込書に必要な事項を記入し協会に提出しなければならない。ただし、平成２３年６月末までに情報等を公表しようとする者はこれによらないことができる。

２）利用の諾否
利用申込を受けた協会は、利用の諾否について審査し、承諾する場合は速やかに別紙「２」により申込者に通知するものとする。

３）料金納付
　利用者は、協会の指定する次の口座に毎月の利用料金の半年分（６ヵ月分）を一括前納するものとする。ただし、申し込み初年度はその年度末までの費用を一括前納するものとする。

なお、一括前納された利用料金は、過誤又は錯誤の場合及び別に定める場合以外は返還しない。
【口座】

郵便振替口座　　　０２７３０－６－６０１６３

加入者名　　　　　（公社）北海道産業廃棄物協会

　４）情報等の送付
利用者は、毎月１０日までに前月分の情報等を別紙「３」により協会に送付しなければならない。

５）審査、公表

協会は、利用者から送付された情報等の内容を審査し、不整合等がないことを確認した後、当該月末までに協会のホームページ上で情報等を公表するものとする。

　６）変更等の届け
利用者は、別紙「１」の内容を変更し、又は公表施設を追加若しくは削除し、情報等の公表を中止又は廃止しようとするときは、速やかに別紙「１－２」の変更等届を協会に提出しなければならない。
　７）変更等の受理
協会は、変更等届を受理したときは、速やかに利用者に対し別紙「２－２」の受理書を交付するものとする。

　８）変更等に伴う料金納付
利用者は、変更等届により利用料金が加算される場合、変更前の期間の末期に合わせて一括してその料金を納付しなければならない。
５　その他

　１）利用料金の変更

協会が利用料金を変更しようとするときは、３ヵ月前までに利用者に通知するものとする。
　２）公表の中止
　　　協会から利用料金の支払いの督促を受けたにもかかわらず、利用者が利用料金を納付しなかった場合、協会は翌月からの維持管理情報の公表を中止することができるものとし、そのことによって生じる損害等の責めは利用者が負うものとする。

３）公表の廃止

協会が情報等の公表を廃止しようとするときは、６ヵ月前までに利用者に通知するものとする。ただし、地震、火災等の天災、事故等の事情により廃止せざるを得ないときは、協会は利用者が別の方法で情報等の公表を継続できるよう斡旋するものとする。
４）免責事項

　　　協会のホームページ上で情報等の公表が遅延、不正確、又は不能となったとき、その責めが利用者に帰する場合は、協会はその責めを負わないものとし、その責めが協会に帰する場合であって、かつ長期間（１ヵ月以上）に渡るときは、利用者が前納した利用料金のうちその期間に見合う利用料金を返還するものとする。
別表
利用対象施設

	施設の種類
	内　訳
	該当条項

	１）産業廃棄物焼却施設
	汚泥の焼却施設
	令第7条3号

	
	　　　　　　　
　　　　　　　
　　　
	廃油の焼却施設
	令第7条5号

	
	
	廃プラスチック類の焼却施設
	令第7条8号

	
	
	廃ＰＣＢの焼却施設
	令第7条12号

	
	
	木くずその他の焼却施設
	令第7条13の2号

	２）産業廃棄物最終処分場　
	遮断型最終処分場
	令第7条14号イ

	
	安定型最終処分場
	令第7条14号ロ

	
	管理型最終処分場
	令第7条14号ハ

	３）一般廃棄物処理施設
	ごみ焼却施設
	令第5条の2

	
	一般廃棄物最終処分場
	令第5条の2

	４）その他の施設

（産業廃棄物処理施設）
	産業廃棄物焼却施設（ガス化改質方式）
	令第7条3,5,8,12号,13号の2

	
	
	産業廃棄物焼却施設（電気炉）


	令第7条3,5,8,12号,13号の2

	
	
	アスベスト等の溶融施設
	令第11号の2

	
	
	廃ＰＣＢ等の分解施設、
	令第12号の2

	
	
	廃ＰＣＢ等の洗浄、又は分離施設
	令第13号


別紙１

施設の維持管理情報の公表に係る利用申込書

平成　　年　　月　　日　

　公益社団法人　北海道産業資源循環協会会長　　様

住　所

会社名

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　印

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第第８条の３及び第１５条の２の３の規定に基づく施設の維持管理に関する計画及び施設の維持管理の状況に関する情報を貴協会のホームページを利用して公表したいので、次のとおり利用を申し込みます。

記

１　施設の設置者

１）住　所　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２）会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３）代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４）連絡先　（電話）　　　　　　　　　　　　（ＦＡＸ）　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　（メールアドレス）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５）担当者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　区分（いずれかにレ点を記入）

□　協会の会員（会員番号　　　　　　　）　　　　□　協会の非会員

３　施設の内容（施設情報）
	項　目
	施設（１）
	施設（２）

	種類
	
	

	所在地
	
	

	処理能力
	
	

	処理方式
	
	

	許可年月日
	
	

	許可番号
	
	

	設置年月日
	
	

	技術管理者
	
	

	　 備　　　考
	
	



施設が３施設以上ある場合は、この欄を適宜追加して使用

４　情報の公表

・平成　　年　　月分の維持管理情報から公表
５　添付書類

　　・施設の設置許可証及び処分業の許可証の（写）
別紙１－２
施設の維持管理情報の公表に係る変更等届

平成　　年　　月　　日　

　公益社団法人　北海道産業資源循環協会会長　　様

住　所

会社名

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　印

　貴協会で公表している廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく施設の維持管理に関する情報等を、次のとおり変更等したいので届けます。

記

１　利用者番号

２　変更等の種類（該当項目に○を記入）

	　　
	施設情報の変更

	
	公表施設の追加

	
	公表施設の削除

	
	公表の中止又は廃止


３　変更等の内容　　　　　　　　　　　　　　（変更等年月日　　平成　　年　　月　　日）

	変更前


	

	変更後


	


４　施設の内容（施設の変更許可を受けた場合又は施設を追加する場合のみ）
	項　目
	施設（１）
	施設（２）

	種類
	
	

	所在地
	
	

	処理能力
	
	

	処理方式
	
	

	許可年月日
	
	

	許可番号
	
	

	設置年月日
	
	

	技術管理者
	
	

	　 備　　　考

	
	


別紙２
施設の維持管理情報の公表に係る利用承諾書

平成　　年　　月　　日　

会社名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　様

公益社団法人　北海道産業資源循環協会会長　　

　　

　平成　年　月　日付けで利用申込書の提出がありました次の施設について、当協会のホームページで維持管理情報を公表することといたしましたので、お知らせします。

今後は、別紙「利用要領」に基づき公表しますので、内容をご確認の上、利用料金の納付及び公表資料のご準備をお願いします。

記

１　施設の設置者

１）住　所

２）氏　名

３）代表者

４）連絡先

２　利用者番号
３　施設の内容

	項　目
	施設（１）
	施設（２）

	種類
	
	

	所在地
	
	

	処理能力
	
	

	処理方式
	
	

	許可年月日
	
	

	許可番号
	
	

	設置年月日
	
	

	技術管理者
	
	

	　 備　　　考
	
	


４　情報の公表

1） 公表開始年月　　　　　平成　　年　　月

５　利用料金

	郵便振替口座番号
	０２７３０－６－６０１６３

	加入者名　　　
	（公社）北海道産業資源循環協会


　　１）納付先　　　　　　
２）納付金額
　　　　　　　　　　　円（ただし、平成　年　月～平成　年　月までの　　ヵ月分）
別紙２－２

施設の維持管理情報の公表に係る変更等受理書
平成　　年　　月　　日　

会社名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　様

公益社団法人　北海道産業資源循環協会会長　　

平成　年　月　日に提出のあった施設の維持管理情報の公表に係る変更等届は、次のとおり受理しましたのでお知らせします。

記

１　変更等の種類

２　変更等の内容　　　　　　　　　　　　（変更等年月日　　平成　　年　　月　　日）

	変更前


	

	変更後


	


３　追加施設がある場合
　（１）施設の内容
	項　目
	施設（１）
	施設（２）

	種類
	
	

	所在地
	
	

	処理能力
	
	

	処理方式
	
	

	許可年月日
	
	

	許可番号
	
	

	設置年月日
	
	

	技術管理者
	
	

	　 備　　　考
	
	


（２）公表開始年月　　　　　平成　　年　　月

（３）利用料金

	郵便振替口座番号
	０２７３０－６－６０１６３

	加入者名　　　　
	（公社）北海道産業資源循環協会


　　　１）納付先　　　　　　
２）納付金額

　　　　　　　　　　　円（ただし、平成　年　月～平成　年　月までの　　ヵ月分）
別紙３

施設の維持管理情報（　　月分）
平成　　年　　月　　日　

　公益社団法人　北海道産業資源循環会長　　様

住　所

会社名

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成　　年　　月分の施設の維持管理情報を次のとおり送付しますので、公表方お願いします。
記
１　利用者番号

２　施設の種類及び数

	施設の種類
	公表施設数
	公表事項

	１）産業廃棄物焼却施設
	
	規則第12条の7の5

第１号

	
	令第7条3号　　　　　（汚泥の焼却施設）
	（　　　　）
	

	
	令第7条5号　　　　　（廃油の焼却施設）
	（　　　　）
	

	
	令第7条8号　（廃プラスチック類の焼却施設）
	（　　　　）
	

	
	令第7条12号　　　（廃ＰＣＢの焼却施設）
	（　　　　）
	

	
	令第7条13の2号（木くずその他の焼却施設）
	（　　　　）
	

	２）産業廃棄物遮断型最終処分場（令第7条14号イ）　
	
	同条第５号

	３）産業廃棄物安定型最終処分場（令第7条14号ロ）
	
	同条第６号

	４）産業廃棄物管理型最終処分場（令第7条14号ハ）
	
	同条第７号

	５）一般廃棄物焼却施設（令第5条の2）
	
	規則第4条の7

第1,2,3号

	６）一般廃棄物最終処分場（令第5条の2）
	
	同条第4号

	７）その他施設（　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	


３　維持管理に関する計画（最初に公表するとき及び計画を変更したときのみ）

　　　別紙のとおり

４　維持管理情報
　　　別紙のとおり

	担当者職氏名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


３－１（　　）産業廃棄物焼却施設（施設名称　　　　　　　　　　　　）
＊許可を受けた焼却施設毎に記入
（許可番号　　　　　　　　　）

○区分（□稼働中、□休止中、□未設置）

１　月内に処分した産業廃棄物の種類及び量

	
	種類
	ｔ又はm3（　　）月


	１　
	燃え殻
	

	２
	汚泥
	

	３
	廃油
	

	４
	廃酸
	

	５
	廃アルカリ
	

	６
	廃プラスチック類
	

	７
	紙くず
	

	８
	木くず
	

	９
	繊維くず
	

	１０
	動植物性残さ
	

	１１
	動物系固形不要物
	

	１２
	ゴムくず
	

	１３
	金属くず
	

	１４
	ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず
	

	１５
	鉱さい
	

	１６
	がれき類
	

	１７
	動物のふん尿
	

	１８
	動物の死体
	

	１９
	ばいじん
	

	２０
	廃棄物を処分するために処理したもの
	

	２１
	感染性廃棄物
	

	
	
	

	計
	合　計
	


２　ばいじんの除去
1） 実施の有無　　　　　　有り　　　　　　　　　　なし
2） 実施箇所、年月日（有りの場合に記入）　　　　　
	実施箇所
	実施年月日
	実施年月日
	実施年月日

	冷却設備
	
	
	

	排ガス処理設備
	
	
	


３　排ガスの測定
＊ダイオキシン類を毎年１回以上、ばい煙量及びばい煙濃度を６ヵ月に１回以上測定
　１）測定の有無　　　　　　有り　　　　　　　　　　なし
　２）測定結果（有りの場合に添付）

　　　　別紙のとおり

４　燃焼記録（＊）

　燃焼室中の燃焼ガスの温度、集じん器に流入する燃焼ガスの温度、煙突から排出される排ガス中の一酸化炭素濃度（焼成炉にあっては焼成炉中の温度を含む）は、管理事務所に備え置き
３－２（　　）産業廃棄物遮断型最終処分場（施設名称　　　　　　　　　　　　　　）

＊許可を受けた最終処分場毎に記入

（許可番号　　　　　　　　　）

○区分（□稼働中、□埋立終了、□休止中、□未設置）

１　月内に埋め立てた産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の種類及び量

	
	種類
	環境省令の基準（mg／㍑以下）
	ｔ又はm3
（　　）月

	１　
	燃え殻又はばいじんであって水銀又はその化合物を含むものを処分するために処理したもの（環境省令に定める基準に適合しないものであってコンクリート固型化したもの）
	・アルキル水銀化合物　不検出
・水銀　0.005
	

	２
	燃え殻又はばいじんであって、カドミウム又はその化合物、鉛又はその化合物、６価クロム化合物、ヒ素又はその化合物、セレン又はその化合物、１・４－ジオキサンを含むもの並びに当該燃え殻又はばいじんを処分するために処理したもの（いずれも環境省令に定める基準に適合しないもの）
	・カドミウム0.3
・鉛　0.3
・六価クロム1.5
・ヒ素　0.3

・セレン　0.3
・1・4-ジオキサン　0.5
・処分するために処理したものもそれぞれ同基準
	

	３
	汚泥であって、水銀又はその化合物を含むものを処分するために処理したもの（環境省令に定める基準に適合しないものであってコンクリート固型化したもの））
	・アルキル水銀化合物　不検出

・水銀　0.005
	

	４
	汚泥であって、カドミウム又はその化合物、鉛又はその化合物、有機燐化合物、６価クロム化合物、ヒ素又はその化合物、ＰＣＢ、セレン又はその化合物を含むもの並びに当該汚泥を処分するために処理したもの（いずれも環境省令に定める基準に適合しないもの）
	・カドミウム0.3

・鉛　0.3

・六価クロム1.5

・ヒ素　0.3

・PCB　0.003
・セレン　0.3
・処分するために処理したものもそれぞれ同基準
	

	５
	汚泥であって、シアン化合物を含むものを処分するために処理したもの（環境省令に定める基準に適合しないものであってコンクリート固型化したもの）
	・シアン　1

	

	６
	鉱さいであって、水銀又はその化合物、カドミウム又はその化合物、鉛又はその化合物、６価クロム化合物、ヒ素又はその化合物、セレン又はその化合物を含むもの並びに当該鉱さいを処分するために処理したもの（いずれも環境省令に定める基準に適合しないもの）
	・アルキル水銀化合物　不検出

・水銀　0.005

・カドミウム0.3

・鉛　0.3

・六価クロム1.5

・ヒ素　0.3

・セレン　0.3

・処分するために処理したものもそれぞれ同基準
	

	計
	合　　　　計
	


２　水質検査（地下水）
１）毎年１回以上実施、検査項目＝地下水等検査項目（25項目）

	採取場所

検査項目等
	第１井戸　　
	第２井戸　　
	第３井戸　　
	第４井戸　　

	採取年月日
	
	
	
	

	結果年月日
	
	
	
	

	結　　　果
	別紙のとおり

	水質の悪化の有無
	
	
	
	


　２）毎月１回以上実施、検査項目＝電気伝導率又は塩化物イオン
	採取場所

検査項目等
	第１井戸　　
	第２井戸　　
	第３井戸　　
	第４井戸　　

	採取年月日
	
	
	
	

	結果年月日
	
	
	
	

	結果
	電気伝導率
	mS/ｍ
	mS/ｍ
	mS/ｍ
	mS/ｍ

	
	塩化物イオン
	mg/㍑
	mg/㍑
	mg/㍑
	mg/㍑

	濃度異常の有無
	
	
	
	


　　＊異常が認められた場合に行った水質検査、検査項目＝地下水等検査項目（25項目）
	採取場所

項目
	第１井戸　　
	第２井戸　　
	第３井戸　　
	第４井戸　　

	採取年月日
	
	
	
	

	結果年月日
	
	
	
	

	結　　　果
	別紙のとおり

	水質の悪化の有無
	
	
	
	


　
３　必要な措置
１）地下水の水質検査の結果、水質の悪化が認められた場合
　　・原因調査

	原因調査
	調査年月日（平成　　年　　月　　日）

	調査結果


	


・その他生活環境保全上必要な措置
	措置年月日
	平成　　年　　月　　日

	措置の内容
	


４　埋立残余容量

1） 残余容量の測定（毎年１回以上）
	測定年月日
	平成　　年　　月　　日

	残余容量
	


５　点検と措置
　１）点検

	
	外周仕切り設備
	内部仕切り設備

	点検年月日
	平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月　　日

	点検結果

	設備の損壊のおそれ

有り　　　　なし

保有水の浸出のおそれ
有り　　　　なし
	設備の損壊のおそれ

有り　　　　なし

保有水の浸出のおそれ
有り　　　　なし


　２）措置（損壊又は浸出のおそれ有りの場合）
	　　
	外周仕切り設備
	内部仕切り設備

	措置年月日
	平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月　　日

	措置内容　
	
	


６　閉鎖後の点検と措置
　１）覆いの点検
	点検年月日
	平成　　年　　月　　日

	点検結果　
	損壊のおそれ
有り　　　　なし
	保有水の浸出のおそれ

有り　　　　なし


２）措置（損壊又は浸出のおそれ有りの場合）
	措置年月日
	平成　　年　　月　　日



	措置内容　
	


３－３（　　）産業廃棄物安定型最終処分場（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　）

＊許可を受けた最終処分場毎に記入

（許可番号　　　　　　　　　）

○区分（□稼働中、□埋立終了、□休止中、□未設置）

１　月内に埋め立てた産業廃棄物の種類及び量

	
	種　　　類
	ｔ又はm3（　　）月

	１
	廃プラスチック類
	

	
	（石綿含有産業廃棄物）再掲
	再掲（　　　　　　　）

	２
	ゴムくず
	

	３
	金属くず
	

	４
	ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず
	

	
	（石綿含有産業廃棄物）再掲
	再掲（　　　　　　　）

	５
	がれき類
	

	
	（石綿含有産業廃棄物）再掲
	再掲（　　　　　　　）

	６
	
	

	計
	合　　計
	


２　点検と措置（擁壁）
１）点検

	点検年月日
	点検結果

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし


　
２）措置（損壊のおそれの有りの場合）

	措置年月日
	平成　　　年　　　月　　　日

	措置内容　
	


３　埋立残余容量

1） 残余容量の測定（毎年１回以上）

	測定年月日
	平成　　　年　　　月　　　日

	残余容量
	


４　展開検査

	実施回数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回／月

	安定型物以外の廃棄物の付着混入が認められた年月日
	平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月　　日

	
	平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月　　日

	
	平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月　　日

	
	平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月　　日


５　水質検査（地下水、浸透水）
　１）地下水の水質検査
・毎年１回以上実施、検査項目＝地下水等検査項目（25項目）

	採取場所

検査項目等
	第１井戸　　
	第２井戸　　
	第３井戸　　
	第４井戸　　

	採取年月日
	
	
	
	

	結果年月日
	
	
	
	

	結果
	別紙のとおり

	水質の悪化の有無
	
	
	
	


２）浸透水の水質検査

　　・毎年１回以上実施、検査項目＝地下水等検査項目（25項目）
	採取場所
	　　

	採取年月日
	

	結果年月日
	

	結果
	別紙のとおり

	基準不適項目
	有り　　　　　　　　　なし


・毎月１回以上実施、検査項目＝BOD又はCOD

	採取場所
	　　

	採取年月日
	

	結果年月日
	

	結果
	BOD　　　　　　　mg/㍑　　COD　　　　　　　mg/㍑　

	基準超過の有無

BOD20ppm, COD40ppm
	有り　　　　　　　　　なし　　


　
６　必要な措置
１）地下水の水質検査の結果、水質の悪化が認められる場合
・原因調査

	原因調査
	調査年月日（平成　　年　　月　　日）

	調査結果　　
	


・その他生活環境保全上必要な措置

	措置年月日
	平成　　年　　月　　日

	措置の内容
	


２）浸透水の水質検査の結果、地下水等検査項目(25項目)の基準不適合、又はＢＯＤ、ＣＯＤが基準超過の場合
	　措置年月日
	平成　　年　　月　　日

	搬入及び埋立中止
	

	その他の措置
	


３－４（　　）産業廃棄物管理型最終処分場（施設名称　　　　　　　　　　　　）

＊許可を受けた最終処分場毎に記入

（許可番号　　　　　　　　　）

○区分（□稼働中、□埋立終了、□休止中、□未設置）

１　月内に埋め立てた産業廃棄物の種類及び量

	
	種類
	ｔ又はm3（　　）月

	１　
	燃え殻
	

	２
	汚泥
	

	３
	廃油（タールピッチに限る）
	

	４
	廃プラスチック類
	

	
	（石綿含有産業廃棄物）　　再掲
	再掲（　　　　　　　　）

	５
	紙くず
	

	
	（石綿含有産業廃棄物）　　再掲
	再掲（　　　　　　　　）

	６
	木くず
	

	７
	繊維くず
	

	８
	動植物性残さ
	

	９
	動物系固形不要物
	

	１０
	ゴムくず
	

	１１
	金属くず
	

	１２
	ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず
	

	
	（石綿含有産業廃棄物）　　再掲
	再掲（　　　　　　　　）

	１３
	鉱さい
	

	１４
	がれき類
	

	
	（石綿含有産業廃棄物）　　再掲
	再掲（　　　　　　　　）

	１５
	動物のふん尿
	

	１６
	動物の死体
	

	１７
	ばいじん
	

	１８
	廃棄物を処分するために処理したもの
	

	１９
	輸入廃棄物
	

	２０
	廃石綿（アスベスト）
	

	
	
	

	
	
	

	計
	合　　計
	


２　擁壁の点検

１）点検

	点検年月日
	点検結果

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし


２）措置（損壊のおそれ有りの場合）

	措置年月日
	平成　　年　　月　　日

	措置内容　
	


３　遮水工の点検
１）点検

	点検年月日
	点検結果

	平成　　年　　月　　日
	遮水効果低下のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	遮水効果低下のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	遮水効果低下のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	遮水効果低下のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	遮水効果低下のおそれ　　　有り　　　　なし


　２）措置（遮水効果低下のおそれ有りの場合）

	措置年月日
	平成　　年　　月　　日

	措置内容　
	


４　水質検査（地下水、放流水）
　１）地下水

・毎年１回以上実施、検査項目＝地下水等検査項目（25項目）とダイオキシン類
	採取場所

検査項目等
	第１井戸　　
	第２井戸　　
	第３井戸　　
	第４井戸　　

	採取年月日
	
	
	
	

	結果年月日
	
	
	
	

	結　　　果
	別紙のとおり

	水質の悪化の有無
	
	
	
	


・毎月１回以上実施、検査項目＝電気伝導率又は塩化物イオン

	採取場所

検査項目等
	第１井戸　　
	第２井戸　　
	第３井戸　　
	第４井戸　　

	採取年月日
	
	
	
	

	結果年月日
	
	
	
	

	結果
	電気伝導率
	mS/ｍ
	mS/ｍ
	mS/ｍ
	mS/ｍ

	
	塩化物イオン
	mg/㍑
	mg/㍑
	mg/㍑
	mg/㍑

	濃度異常の有無
	
	
	
	


　　＊異常が認められた場合に行った水質検査、検査項目＝地下水等検査項目（25項目）とダイオキシン類

	採取場所

検査項目等
	第１井戸　　
	第２井戸　　
	第３井戸　　
	第４井戸　　

	採取年月日
	
	
	
	

	結果年月日
	
	
	
	

	結　　　果
	別紙のとおり

	水質の悪化の有無
	
	
	
	


２）放流水
　　・毎年１回以上実施、検査項目＝排水基準等項目（44項目、ダイオキシン類を含む）（ただしPH、BOD、COD、SS、窒素含有量を除く）
	採取場所
	　　

	採取年月日
	

	結果年月日
	

	結　　　果
	別紙のとおり


・毎月１回以上実施、検査項目＝PH、BOD、COD、SS、窒素含有量
	採取場所
	　　

	採取年月日
	

	結果年月日
	

	結　　　果
	別紙のとおり


５　必要な措置

１）地下水の水質検査の結果、水質の悪化が認められた場合

　　・原因調査

	原因調査
	調査年月日（平成　　年　　月　　日）

	調査結果


	


・その他生活環境保全上必要な措置

	措置年月日
	平成　　年　　月　　日

	措置の内容
	


　
６　調整池の点検

１）点検

	点検年月日
	点検結果

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし


　２）措置（損壊のおそれの有りの場合）

	措置年月日
	平成　　年　　月　　日

	措置内容　
	


７　浸出液処理設備の点検
１）点検

	点検年月日
	点検結果

	平成　　年　　月　　日
	機能の異常　　　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	機能の異常　　　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	機能の異常　　　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	機能の異常　　　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	機能の異常　　　　　有り　　　　なし


２）措置（機能の異常有りの場合）

	措置年月日
	平成　　年　　月　　日

	措置内容　
	


８　浸出液処理設備への導水管等の防凍措置の点検
１）点検

	点検年月日
	点検結果

	平成　　年　　月　　日
	異常の有無　　　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	異常の有無　　　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	異常の有無　　　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	異常の有無　　　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	異常の有無　　　　　有り　　　　なし


　２）措置（異常有りの場合）

	措置年月日
	平成　　年　　月　　日

	措置内容　
	


９　埋立残余容量

1） 残余容量の測定（毎年１回以上）

	測定年月日
	平成　　年　　月　　日

	残余容量
	


３－５（　　）一般廃棄物焼却施設（施設名称　　　　　　　　　　　　）

＊許可を受けた焼却施設毎に記入

（許可番号　　　　　　　　　）

○区分（□稼働中、□休止中、□未設置）

１　月内に処分した一般廃棄物の種類及び量

	
	種類
	ｔ又はm3（　　）月

	１　
	
	

	２
	
	

	３
	
	

	４
	
	

	５
	
	

	６
	
	

	７
	
	

	８
	
	

	９
	
	

	１０
	感染性一般廃棄物
	

	計
	合　　計
	


２　ばいじんの除去

1） 実施の有無　　　　　　有り　　　　　　　　　　なし

2） 実施箇所、年月日（有りの場合に記入）　　　　　
	実施箇所
	実施年月日
	実施年月日
	実施年月日

	冷却設備
	
	
	

	排ガス処理設備
	
	
	


３　排ガスの測定
＊ダイオキシン類毎年１回以上、ばい煙量及びばい煙濃度を６ヵ月に１回以上測定
　１）測定の有無　　　　　　有り　　　　　　　　　　なし

　２）測定結果（有りの場合に添付）

　　　　別紙のとおり

４　燃焼記録（＊）

　燃焼室中の燃焼ガスの温度、集じん器に流入する燃焼ガスの温度、煙突から排出される排ガス中の一酸化炭素濃度（焼成炉にあっては焼成炉中の温度を含む）は、管理事務所に備え置き
３－６（　　）一般廃棄物最終処分場（施設名称　　　　　　　　　　　　）

＊許可を受けた最終処分場毎に記入

（許可番号　　　　　　　　　）

○区分（□稼働中、□埋立終了、□休止中、□未設置）

１　月内に埋め立てた一般廃棄物の種類及び量

	
	種類
	ｔ又はm3（　　）月

	１　
	
	

	２
	
	

	３
	
	

	４
	
	

	５
	
	

	６
	
	

	７
	
	

	８
	
	

	９
	
	

	１０
	石綿含有一般廃棄物
	

	計
	合　　計
	


２　擁壁の点検

１）点検

	点検年月日
	点検結果

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし


２）措置（損壊のおそれ有りの場合）

	措置年月日
	平成　　年　　月　　日

	措置内容　
	


３　遮水工の点検
１）点検

	点検年月日
	点検結果

	平成　　年　　月　　日
	遮水効果低下のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	遮水効果低下のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	遮水効果低下のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	遮水効果低下のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	遮水効果低下のおそれ　　　有り　　　　なし


　２）措置（遮水効果低下のおそれ有りの場合）

	措置年月日
	平成　　年　　月　　日

	措置内容　
	


４　水質検査（地下水、放流水）

　１）地下水

・毎年１回以上実施、検査項目＝地下水等検査項目（25項目）とダイオキシン類

	採取場所

検査項目等
	第１井戸　　
	第２井戸　　
	第３井戸　　
	第４井戸　　

	採取年月日
	
	
	
	

	結果年月日
	
	
	
	

	結　　　果
	別紙のとおり

	水質の悪化の有無
	
	
	
	


・毎月１回以上実施、検査項目＝電気伝導率又は塩化物イオン

	採取場所

検査項目等
	第１井戸　　
	第２井戸　　
	第３井戸　　
	第４井戸　　

	採取年月日
	
	
	
	

	結果年月日
	
	
	
	

	結果
	電気伝導率
	mS/ｍ
	mS/ｍ
	mS/ｍ
	mS/ｍ

	
	塩化物イオン
	mg/㍑
	mg/㍑
	mg/㍑
	mg/㍑

	濃度異常の有無
	
	
	
	


　　＊異常が認められた場合に行った水質検査、検査項目＝地下水等検査項目（25項目）とダイオキシン類

	採取場所

検査項目等
	第１井戸　　
	第２井戸　　
	第３井戸　　
	第４井戸　　

	採取年月日
	
	
	
	

	結果年月日
	
	
	
	

	結　　　果
	別紙のとおり

	水質の悪化の有無
	
	
	
	


２）放流水

　　・毎年１回以上実施、検査項目＝排水基準等項目（44項目、ダイオキシン類を含む）（ただしPH、BOD、COD、SS、窒素含有量を除く）

	採取場所
	　　

	採取年月日
	

	結果年月日
	

	結　　　果
	別紙のとおり


・毎月１回以上実施、検査項目＝PH、BOD、COD、SS、窒素含有量

	採取場所
	　　

	採取年月日
	

	結果年月日
	

	結果
	別紙のとおり


５　必要な措置

１）地下水の水質検査の結果、水質の悪化が認められた場合

　　・原因調査

	原因調査
	調査年月日（平成　　年　　月　　日）

	調査結果


	


・その他生活環境保全上必要な措置

	措置年月日
	平成　　年　　月　　日

	措置の内容
	


　
６　調整池の点検

１）点検

	点検年月日
	点検結果

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	損壊のおそれ　　　有り　　　　なし


　２）措置（損壊のおそれの有りの場合）

	措置年月日
	平成　　年　　月　　日

	措置内容　
	


７　浸出液処理設備の点検
１）点検

	点検年月日
	点検結果

	平成　　年　　月　　日
	機能の異常　　　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	機能の異常　　　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	機能の異常　　　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	機能の異常　　　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	機能の異常　　　　　有り　　　　なし


２）措置（機能の異常有りの場合）

	措置年月日
	平成　　年　　月　　日

	措置内容　
	


８　浸出液処理設備への導水管等の防凍措置の点検
１）点検

	点検年月日
	点検結果

	平成　　年　　月　　日
	異常の有無　　　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	異常の有無　　　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	異常の有無　　　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	異常の有無　　　　　有り　　　　なし

	平成　　年　　月　　日
	異常の有無　　　　　有り　　　　なし


　２）措置（異常有りの場合）

	措置年月日
	平成　　年　　月　　日

	措置内容　
	


９　埋立残余容量

1） 残余容量の測定（毎年１回以上）

	測定年月日
	平成　　年　　月　　日

	残余容量
	


３－７　その他の施設
	
	施設の種類
	施行令第7条の該当号
	公表事項

	
	産業廃棄物焼却施設（ガス化改質炉）
	第3,5,8,12号,13号の2
	規則第12条の7の5

第2号

	
	産業廃棄物焼却施設（電気炉）
	第3,5,8,12号,13号の2
	同条第3号

	
	アスベスト等の溶融施設
	第11号の2
	同条第3の2号

	
	廃ＰＣＢ等の分解施設、
	第12号の2
	同条第4号


	
	廃ＰＣＢ等の洗浄、又は分離施設
	第13号
	


　＊これらの施設の維持管理情報については、別途様式を定めます。
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